
表－１ 脱塩工法を適用した部位の構造形式とコンクリート配合 
配合 脱塩工法適用部位の内訳 

脱塩面積（ｍ2） 構造型式 セメント  
種 別 

F ‘ck 
(N/mm2) 

W/C
(％) 

Gmax 
(mm)

C 
(kg/ｍ3)

径間
数 
部位
数 全体 1部位平均 

PC中空床版 早強 35 46 25 350 2  5   280 57 護岸
部 PC連続箱桁 早強 35 46 25 350 6 44 1,600 36 
海上部: PC連続箱桁 早強 40 41 25 400 7 11   250 22 
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要旨：北陸自動車道 親不知海岸橋の PC 上部工の一部に，塩害予防保全対策として脱塩工法を適用した。脱

塩処理に伴う塩化物イオン濃度（以下，塩分量）の変化を分析した結果，塩分量の減少率は平均 70％程度で

あった。コンクリート中のアルカリ量の変化や圧縮強度の変化等の調査の結果，電解質溶液の種類によっては

ASR の促進リスクが大きくなることや，圧縮強度低下に対する留意が必要なことを示した。また，脱塩塩分

総量を推定して，従来明確でなかった脱塩後の塩分量分布の予測や，脱塩日数と電流密度の関係の検討方法を

提案した。さらに，脱塩後に塗装を行う場合の課題を示した。 
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1. はじめに 

北陸自動車道 親不知海岸高架橋（以下，海岸橋）は，

日本海の波浪や飛来塩分の影響を直接に受ける海上部等

に位置する厳しい塩害環境下の延長約3.4kmのPC橋であ

る。塩分浸透のモニタリングの結果，上部工コンクリー

トの かぶり部に多くの塩分浸透が確認され，鋼材腐食発

生限界塩化物イオン濃度（以下，発錆塩分量）1.2kg/m3

を越える部位が生じた。そこで，概ね建設 19年後に，発

錆塩分量を超えないよう塩分浸透遮断のための塗装等の

実施や，塩分浸透の多い部位では，脱塩工法を適用して

浸透した塩分を除去する塩害予防保全対策を実施した 1）。 

ここでは，脱塩処理を行った 60部位の塩分量の変化を

分析する。次に，コンクリート中のアルカリ量の変化や

圧縮強度の変化，脱塩時の鋼材位置の電位等の調査結果

より，脱塩工法の特性等を評価する。また，脱塩塩分総

量に及ぼす要因を分析して脱塩塩分総量の推定式を求め，

従来明確でなかった脱塩後の塩分量分布の予測や，脱塩

日数と電流密度の関係の検討方法を提案する。さらに，

脱塩後に塗装を行う場合の課題を示す。 

 

2. 脱塩工法の適用概要 

2.1 適用部位 

脱塩工法を適用した部位の構造型式とコンクリート配

合を表－1 に示す。脱塩工法を適用した部位は，一部を

除き潜伏期の劣化過程にあり，浸透塩分量が多く塗装等

での塩害予防保全対策が有効でない部位で，海上部では

橋脚に隣接する主桁側面・底面の部位や，護岸部では径

間全体の主桁側面・底面・張出の部位である。適用部位

は，全体で 60 部位，脱塩面積 約 2,100ｍ2で，1 部位の

平均面積は 35ｍ2となる。脱塩工法を適用した面積の比

率は，海岸橋の橋体全面積の約 2％である。脱塩工法を

適用した部位の脱塩前の塩分量分布より求まる表面塩分

量 Co と見掛けの拡散係数 Dの領域を図－1に示す 1）。 

橋体の設計かぶりは 70 mm（一部 100mm）である。配

置鉄筋は，D13～D19 mm（一部 D35mm）で，コンクリ

ート表面積あたりの鉄筋表面積は 0.33～0.73ｍ2/ｍ2（一

部 1.28ｍ2/ｍ2），鉄筋間隔は 125～250mmである。 

2.2 脱塩工法の概要 

 脱塩工法の仮設陽極材は，チタンメッシュにセルロー

スファイバーを保持材として用いた。電解質溶液はホウ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 中日本ハイウエイ・エンジニアリング名古屋（株）金沢支店 土木部 部長 博(工) (正会員) 

*2 東日本高速道路（株）新潟支社 技術企画課 課長 

*3 東日本高速道路（株）新潟支社 上越管理事務所 課長 

0

2

4

6

8

10

12

0.2 0.7 1.2 1.7 2.2 2.7 3.2 3.7

見かけの拡散係数 D (×10
-8
cm
2
/s)

表
面
塩
分
量
 C
o
 ×
1
.3
 (
kg
/
m
3
)

脱塩工法適用領域

図－1 脱塩工法の適用部位の Co 値・D値の領域 

コンクリート工学年次論文集，Vol.31，No.1，2009

-991-



酸カリウムを基本にしたが，アルカリ骨材反応（以下，

ASR）のコアの残存膨張量を測定し，反応性が疑われた

部位（護岸部，海上部 4部位）ではホウ酸リチウムを用

いた。通電時の電流密度の目標は，先行した海上部の箱

桁 3部位はコンクリート表面積あたり 1 A/ｍ2であるが，

それ以外は 1.5 A/㎡とした。電流密度は，1日 1回電流量

を測定して管理した。通電期間は 56 日間を基本とし，

PC鋼材の水素脆化防止のため， 4.5日間通電し 2.5日間

休止する間欠通電とした。脱塩による塩分量分布は，脱

塩終了時の他に 30日と 40日経過時にも確認した。この

時点で脱塩目標達成を確認できた場合は，次の週に塩分

量分布の最終確認を行い，脱塩処理を終了した。脱塩後

には，新たな塩分浸透を遮断するため，塗装を実施した。 

 

3. 脱塩効果等の評価方法 

3.1 概要 

 脱塩工法を適用することによるコンクリートの性状

等への影響は，①Na+イオン等の鋼材付近への集中等に

よる ASRの促進，②コンクリート表面部での塩素ガス発

生による表面部の強度低下，③鋼材表面での水素ガス発

生による PC 鋼材の水素脆化，等が指摘されている 2）。

このことから，海岸橋では，塩分量の変化の他に，脱塩

工法を評価するために，アルカリ供給等によるコンクリ

ート中のアルカリ量の変化，コンクリート表面部の圧縮

強度の変化，脱塩処理時の鋼材付近の自然電位（以下、

電位）の変化，等を調査した。調査は，最初に脱塩工法

を適用した海上部箱桁(40N/mm2）の部位を主体に行った。

その際の脱塩条件は，電流密度は 1 A/ｍ2，使用した電解

質溶液はホウ酸カリウムである。 

3.2 評価方法 

 脱塩工法の効果を評価する塩分量分布は，コア法（径

55mm）またはドリル法により深さ 0～20，20～40，40

～60，60～80 mmごとに試料を採取し，JIS A 1154によ

る電位差滴定法で全塩分量を測定して求めた。これらの

結果を用いで脱塩処理による塩分量の変化を分析した。 

アルカリ量の変化は，脱塩前後に 150mm 離れた位置

でコア（径 55mm）を採取して，深さ 0～20，20～40，

40～60，60～80，80～100 mm ごとに可溶性アルカリ量

を測定した。測定方法は，総プロの「コンクリート中の

水溶性アルカリ金属元素の分析方法（案）」によった。

また，電解質溶液にホウ酸リチウムを用いた場合の脱塩

前後に採取したコア（径 55mm）で，カナダ法（温度 80℃

の 1N・NaOH 溶液浸透）による ASRの残存膨張性の変

化を調べた。 

コンクリート表面部の圧縮強度変化は，脱塩前後に箱

桁側面と底面で 150mm 離れる位置のコンクリート表面

部で採取したコア（径 55mm×110mm）で，JIS A 1107

に準じて圧縮強度試験を行い比較した。同時にコンプレ

ッソメータにより静弾性係数を測定した。また，脱塩処

理部位と未処理部位の境界の両部位で，テストハンマー

での反発度法により日本材料学会式で圧縮強度を推定

した。測定は 1ｍ×1ｍの範囲を 100mm間隔で 100点実

施し，平均値で比較した。 

脱塩時の鋼材の電位測定は，主桁側面の PC 鋼材位置 

2 箇所（主鋼棒，鉛直鋼棒）と近傍の鉄筋位置 2 箇所で

実施した。照合電極は，細線状のチタンワイヤを大きさ

10 mm程度の楕円形に加工したライン電極 3）を用い，PC

鋼材および鉄筋付近まで削孔して埋設した。測定データ

は，1時間ごとにデータレコーダに記録する方式とした。 

 

4. 脱塩工法の評価 

4.1 脱塩効果の評価 

(1) 塩分量の変化 

脱塩前後の塩分量分布と塩分量減少率の変化を 図

－2 に示す。図中には，各深さの平均値（ｍ）および平

均値±標準偏差（ｍ±ｓ）を示している。塩分量減少率

は，脱塩処理による減少塩分量の脱塩前塩分量に対する

比率である。脱塩処理によりコンクリート中の塩分量は

大きく低減している。塩分量減少率は，深さの違いによ

る差は小さく，平均 70％程度である。 

脱塩前塩分総量（塩分量の積算値 ∑(各深さの塩分量

(kg/ｍ3)×深さ方向の厚さ 20mm））と脱塩塩分総量の関

係を設計基準強度区分で示すと図－3のようになる。塩 
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図－2 脱塩前後の塩分量分布と塩分量減少率の変化 
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分総量の算定は，80mm 以深も勘案すべきであるが，

80mm 以深の塩分量が少ないことや測定データを用い

る関係上，ここでは深さ 80mmまでの塩分量で算出して

いる。ちなみに，図－2 の脱塩前後の塩分量分布の平均

値（ｍ）の塩分総量は，各々286，80kg/m3・mmである。

図－3 より脱塩前塩分総量と脱塩率（脱塩塩分総量／脱

塩前塩分総量×100）（％）の関係を求め図－4 に示す。

脱塩率は，設計基準強度による違いは見られず，塩分総

量が少ない場合に小さくなる場合がある。これは，脱塩

処理を短期間で終了した場合があることによる。 

 (2) 塩分の輸率 

 脱塩時の塩分量分布の調査時点までの脱塩塩分総量

と積算電流密度より塩分の輸率を求め，脱塩前の塩分総

量で区分して積算電流密度と塩分の輸率の関係を図－5

に示す。塩分の輸率とは，電気の流れに占める塩化物イ

オンの比率であり，式(1）により算出される。 

   ｔCl-＝QCl-/（MCl-×I×ｔ×3,600）/F×100    （1）      

ここに、ｔCl-：塩分の輸率(％)，QCl-：脱塩塩分総量   

(kg/ｍ3・mm），MCl-：塩素の原子量，I:電流密度(A/m2），

ｔ：通電時間(ｈ)，F：ファラデー常数（96,500C/mol），

である。積算電流密度は，脱塩時の電流量の管理データ

を基に算定している。塩分の輸率は，バラツキを有する

が脱塩前塩分総量が増加するほど大きくなり，積算電流

密度が増加するほど小さくなる傾向にある。脱塩前塩分

総量が大きい場合は，固定化されていない塩分が多く脱

塩し易いためと考える。 

(3) 脱塩後の鉄筋位置の予測塩分量 

脱塩後の塩分量分布より，塗装実施により新たな塩分

浸透はないとして，当初の見かけの拡散係数を用いて塩

分移動予測を行い，100 年後の鉄筋位置の塩分量を予測

する。脱塩後の塩分総量と鉄筋位置の予測塩分量の関係

を図－6に示す。脱塩後の鉄筋位置の予測塩分量は，90％

は発錆塩分量未満であるが，残りは発錆塩分量を超え，

最大 1.8kg/ｍ3となる。この場合，鉄筋位置で塩分量が低

減することや，脱塩処理により鉄筋位置の OH-イオンが

増加して腐食し難い環境が形成されるため，鉄筋腐食の

確率は小さく，塩害損傷発生リスクは小さいと推察する。 

(4) 鉄筋位置の違いによる脱塩効果 

 D13 mm ,250mm間隔の鉄筋配置部位で，鉄筋付近と鉄

筋間中央付近の脱塩後の塩分量分布を 2箇所でドリル法

により確認した。その結果，位置の違いによる脱塩後の

塩分量分布を図－7 に示す。鉄筋付近の脱塩後の塩分総

量は，鉄筋間の 69～89％である。鉄筋間隔が 250 mm の

場合は，位置により脱塩効果に差が生じ，脱塩効果の評

価等を行う際に留意する必要があることを示している。 

4.2 アルカリ量の変化 

脱塩前後のアルカリ量分布の変化を図－8に示す。脱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

塩前の酸化ナトリウムは、表面部で大きく、内部に向か

って漸減している。これは，外部からの Na＋イオンの浸

透によるものである。アルカリ総量は脱塩処理により大

きく増加する。表面からの深さ 100mm までのアルカリ
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図－10 脱塩処理期間の鋼材の電位変化 

量は，いずれの深さにおいても 7 kg/ｍ3を越え，全体総

量は約 2倍に増加している。酸化ナトリウムはコンクリ

ート表面付近（0～40mm）で減少し，40～100mmの深部

に移動している。酸化カリウムは表面付近（0～60mm）

で大きく増加し，深部に向かって増加量が漸減している。

これは，脱塩処理時の電解質溶液である K+イオンがコン

クリート中に浸透したことによるものである。ASRの反

応性骨材が使用されている場合は，ホウ酸カリウムを電

解質溶液に用いると ASR の促進リスクが大きくなるこ

とを示している。 

護岸部の部位では，カナダ法での 28日目の ASRの残

存膨張量は 0.2％であり，脱塩処理による ASRの促進リ

スクは大きいと考え，電解質溶液にホウ酸リチウムを用

いた。この場合の脱塩前後でのコアの残存膨張率の変化

を図－9 に示す。この結果，脱塩後の残存膨張率が大き
く低減している。これは，Li+イオンがコンクリート内部

に供給され ASR 反応を抑制したことによるものと推察

する 4）。ホウ酸リチウムを用いれば ASRの反応性骨材が

使用されている場合でも，脱塩工法を適用できる可能性

があることを実証している。 

4.3 圧縮強度の変化 

 コアの圧縮強度および静弾性係数と，反発度法による

推定圧縮強度の脱塩前後の変化を表－2 に示す。圧縮強

度は平均 7 ％ 静弾性係数は平均 16 ％低下し，反発度

法での推定圧縮強度は 8 ％低下している。静弾性係数の

低下は，ASR の反応性骨材を含む部位であることから，

ASRが促進された可能性が考えられる。脱塩処理を行う

と，コンクリート表面部の圧縮強度や弾性係数が低下す

る。従って，断面の小さい部材等に脱塩工法を適用する

場合は，圧縮強度低下等に留意する必要がある。 

4.4 鋼材位置の電位変化 

 脱塩処理期間の鋼材位置の電位変化を図－10に示す。
脱塩処理は，7月9日に開始し10月5日に完了している。

図中の着色部分が通電期間であり，着色外が通電休止期

間である。電位測定装置の測定範囲±2,000ｍV であり，

それを超える場合のデータは欠測となる。通電期間中の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電位に着目すると，鉄筋位置では-2,000ｍVを常に超え、

PC 鋼材付近では初期に -2,000ｍV を超えているが中期

以降 -800～-1,500ｍV 程度で推移している。鋼材表面で

の電位が平衡電位（-1,035ｍV vs CSE）を越えると水素

ガスが発生するとされている 2）。表面側にある PC 主鋼

材位置での電位は，-1,035ｍVより卑であり水素ガスの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 圧縮強度および静弾性係数と推定強度の変化 
区 分 脱塩前 脱塩後 比 

No.1 60.0 48.8 0.81
No.2 45.1 48.8 1.08圧縮強度 

（N/mm2） 
平均 52.6 48.8 0.93
No.1 2.57 2.18 0.85
No.2 2.51 2.10 0.84

コ
ア
静弾性係数 

(×104N/mm2）
平均 2.54 2.14 0.84

反発度法 推定圧縮強度
（N/mm2） 49.6 45.5 0.92

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電解質溶液：ホウ酸カリウム　脱塩期間：56日
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発生環境にある。他方，深部にある PC 鉛直鋼材位置の

電位は，初期を除き-1,035ｍV より貴であり水素ガス発

生の懸念は小さいと推察される。 

通電休止後電位回復に着目すると，脱塩開始から通電

40日程度までのPC鋼材は 0ｍV程度までに回復するが，

通電 40 日程度以降は PC 鋼材・鉄筋共に-150～-400ｍV

程度までの回復に留まり，通電時との電位差が縮小して

いる。これは，鋼材付近のアルカリイオン（Na+，K+）

や水酸化イオン（OH－）の濃度が高くなり，通電休止後

にイオンが拡散し難くなるためと考える。このことは、

通電日数が増し積算電流密度が増大すると、通電時の鋼

材と仮設陽極材間の実質の電位勾配が小さくなり，結果

として図－5 で示されるように塩分の輸率が小さくなり，

脱塩効率が低下する要因になっていると推察する。 

 

5. 脱塩工法の適用性の検討方法 

5.1 適用性に係わる検討 

(1) 脱塩塩分総量の推定  

脱塩塩分総量に及ぼす要因について脱塩工法を適用

した 60 部位について重回帰分析を行ない，脱塩塩分総

量の推定式を求めて式(2）に示す。 

D＝0.8C－47.5a－8.5ｄ+6         （2） 

 ここに，D：脱塩塩分総量(kg/ｍ3・mm），C：脱塩前塩

分総量(kg/ｍ3・mm），a：コンクリート単位面積当たりの

鉄筋表面積(ｍ2/ｍ2），ｄ：脱塩面の方向（上向き面 1，

垂直面 0 ），である。式（2）の従関数第 2項は aが大き

くなると鉄筋表面の電流密度が小さくなり脱塩量が減

ることを，第 3項は脱塩方向による仮設陽極材とコンク

リート表面の一体性の違いを示している。式(2）を用い

て求めた予測値と実測値の関係を図－11に示す。予測値

と実測値とは，良好な相関関係にある。従関数には，他

に積算電流密度，鉄筋配置間隔，設計基準強度の要素も

検討したが，良好な相関が得られなかった。また，目的

関数として脱塩率についても検討したが，相関は小さか

った。 

(2) 積算電流密度と脱塩塩分総量 

海岸橋での積算電流密度と脱塩塩分総量の関係を 

図－12に示す。積算電流密度は，脱塩処理時のコンクリ
ート表面の電流密度に脱塩日数を乗じている。両者の関

係は，バラツキが多く相関性が小さい。しかし，積算電

流密度が増加するに従い脱塩塩分総量は増加する傾向

を示している。図－12を用い，脱塩塩分総量を与えて，
脱塩日数と必要電流密度を概ね推定することができる。 

5.2 適用性の検討方法の提案 

海岸橋の脱塩効果の評価結果を基に，脱塩後の塩分量

分布を予測し，脱塩塩分総量より脱塩工法の適用性を検

討する方法を提案する。脱塩工法の適用性の検討手順を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－13 脱塩工法の適用性の検討手順 

 

図－13に示す。ここで提案する方法は，鉄筋量，かぶり，
脱塩処理条件が海岸橋と概ね同じ構造物であれば適用

可能であると考える。検討手順を以下に示す。 

検討では，先ず対象構造物の深さ 80mmまでの脱塩前

塩分総量を算定し，式(2）により脱塩塩分総量を推定す

る。次に式(3）により塩分総量減少率 R（％）を求める。 

R＝（1－（D/C）)×100           （3） 

図－2 により，各深さの塩分量減少率は変わらないと

考えると，脱塩後の塩分量分布は，脱塩前の各深さの塩

分量に塩分総量減少率 R を乗じて予測できる。その後，

脱塩後の鉄筋位置での将来の塩分量を 4.1節（3）で示

したように予測し，発錆塩分量との関係より脱塩目標を

達成できるか確認する。さらに，脱塩塩分総量より図－

12を用いて積算電流密度を推定し，脱塩日数と電流密度

との関係を検討して、脱塩工法の適用性を評価する。 
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図－11 脱塩塩分総量の予測値と実測値の関係 
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6. 脱塩後に実施する塗装の課題 

 海岸橋の脱塩後に施工した塗装の塗膜の一部で，約 1 

年経過後に変状（変色，膨れ）を発見した。変状の発生

した部位の塗装系は，中塗が柔軟型エポキシ樹脂（320

μm），上塗が柔軟型フッ素樹脂（30μm）である。脱塩

処理時の電解質溶液はホウ酸カリウムであり，塗装は脱

塩後に水洗いを実施し約 1～3週間後に施工している。 

変状は，塗膜が高アルカリ環境に耐えられずに発生し

たことが懸念されたため，電解質溶液のｐH変化を確認

する実験を行った。実験は，表－3 に示す海岸橋で使用

した電解質溶液 100ccに水酸化カルシウムを添加して，

ｐH 変化をｐH メータで測定した。実験結果を図－14
に示す。電解質溶液に水酸化カルシウムの添加量を増す

と、ホウ酸リチウムのｐHは漸増であるが，ホウ酸カリ

ウムのｐHは添加量が 1gを超えると急激に増加し，添加

量 1.5g以上ではホウ酸リチウムより大きく上回りｐHは

13.5を超える。このことは，脱塩処理後にホウ酸カリウ

ムがコンクリート表層部に残存すると，コンクリート中

の水酸化カルシウムの存在のもとｐHが上昇して塗膜の

環境を悪化させ，塗膜の変状を起こす可能性があること

を示している。 

この結果から，脱塩後の塗膜の変状発生防止には，  

1) 脱塩処理後にウオータジェット処理を行って電解質

溶液を十分に除去する，2）乾燥期間を確保する，3）耐

アルカリ性に優れた塗料を使用する，4）電解質溶液に

ホウ酸リチウムを用いる，等が有効であると考える。 

 

7. 結論 

塩害予防保全対策として適用した実橋での脱塩工法の

効果等の評価結果をまとめると次のようになる。 

1）脱塩処理によりコンクリート中の塩分量は大きく低

減し，塩分量減少率は平均 70％程度である。脱塩後の

鉄筋位置の予測塩分量は，概ね発錆塩分量未満となる。

塩分の輸率は，脱塩前塩分総量が増加すると大きくな

り，積算電流密度が増加すると小さくなる傾向にある。 

2）鉄筋間隔が 250mmの場合，鉄筋付近と鉄筋間で脱塩

効果に差が生じ，評価等を行う際に留意が必要である。 

3）電解質溶液にホウ酸カリウムを使用した場合，脱塩

処理によりアルカリ量が増加する。反応性骨材を使用

されている場合は，ASRの促進リスクが増大する。ホ

ウ酸リチウムを使用した場合，ASRの残存膨張率が低

減し，ASRの発生リスクは低下する。 

4) 脱塩処理により表面部の圧縮強度や弾性係数は低下

する。断面の小さい部材等に脱塩工法を適用する場合

は，圧縮強度低下等に留意する必要がある。 

5) 脱塩処理時の鋼材位置の電位は，PC 鉛直鋼材を除き 

-1,035ｍVより貴であり水素ガス発生環境にある。脱 

表－3 電解質溶液の調合 
区 分 ホウ酸カリウム ホウ酸リチウム
水 1,000cc 1,000cc 
ホウ酸 12g 12g 
炭酸カリウム 42g － 
水酸化リチウム － 25g 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

塩日数が長くなると，鋼材位置の通電時と通電休止時

の電位差は縮小し，鋼材と仮設陽極材間の実質の電位

勾配が小さくなり，塩分の輸率や脱塩効率が低下する

要因になっていると推察する。 

6) 脱塩塩分総量の推定式を示し，推定した脱塩塩分総量 

より塩分総量減少率を求めることで，脱塩後の塩分量

分布を予測できる。さらに，脱塩塩分総量より積算電

流密度を推定し，脱塩日数と電流密度との関係を検討

して、脱塩工法の適用性を評価できる。 

7）脱塩後に塗装を行う場合，ホウ酸カリウムがコンク

リート表層部に残存すると，コンクリート中の水酸化

カルシウムの存在のもとｐHが上昇して塗膜の環境を

悪化させ，途膜の変状を起こす可能性がある。 
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図－14 水酸化カルシウムの添加によるｐH変化 
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